
こ成事第 370 号 
令和 5年 8月 22 日 
こ成事第 548 号 
令和 5 年 12 月 19 日 
こ成事第 659 号 

令和 6 年 9 月 2 日 

こ成事第 787 号 

令和 6 年 12 月 25 日 

こ成事第 787 号 

令和 6 年 12 月 25 日 

こ成事第 469 号 

令和 7年 8月 29 日 

 こ成事第 183 号 

令和 8年 4月 8日 

   

 都道府県知事 

   指定都市市長 

 各 中 核 市 市 長 殿 

児童相談所設置市市長 

   市 町 村 長 

 

                                                 こ ど も 家 庭 庁 長 官 

                          （公 印 省 略） 

 

次世代育成支援対策施設整備交付金の交付について 

 

  標記の交付金の交付については、別紙「次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱」

（以下「交付要綱」という。）により行うこととされ、令和５年４月１日から適用すること

とされたので通知する。  



別紙 

次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱 

（通則）  

１ 次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号。以下「法」という。）第 11 条

第１項の規定に基づく次世代育成支援対策施設整備交付金の交付については、法令又

は予算の定めるところに従い、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号。以下「適正化法施行

令」という。）及びこども家庭庁の所掌に属する補助金等交付規則（令和 5年内閣府令

第 41号）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。 

（交付の目的） 

２ この交付金は、次世代育成支援対策推進法第 11 条第１項に規定する交付金に関する

内閣府令（平成 17 年厚生労働省令第 79 号）第１条第２項に規定する施設（以下「児

童福祉施設等」及び「障害児施設等」という。）の新設、修理、改造、拡張又は整備に

要する経費の一部に充てるために、国が交付する交付金であり、もって、次世代育成

支援対策を推進することを目的とする。  

（交付の対象）  

３ この交付金は、次世代育成支援対策を推進するために都道府県又は指定都市、中核

市若しくは市町村(指定都市及び中核市を除き、特別区、一部事務組合及び広域連合を

含む。以下同じ。）が策定する都道府県整備計画、市町村整備計画又は防犯対策強化整

備計画（以下「整備計画」という。）に基づいて実施される児童福祉施設等及び障害児

施設等に関する施設整備事業に交付する。 

（定義）  

４ 本交付要綱において「児童福祉施設等」、「障害児施設等」とは、次の表の区分ご

とに掲げる大分類、中分類及び小分類の施設をいう。 

（１）児童福祉施設等

区 分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

(1)児童福祉法（昭和 22年法律第

164 号）（以下「児童福祉法」と

いう。）第７条に基づく児童福

祉施設（児童厚生施設について

は、平成２年８月７日厚生省発

児童福祉施設 助産施設 

乳児院 

第一種助産施設 

第二種助産施設 



児第 123 号厚生事務次官通知の

別紙「児童館の設置運営要綱」

の第２から第４に定める小型

児童館、児童センター（大型児

童センターを含む。）及び大型

児童館（「C 型児童館」を除く。）

とする。）、同法第 12 条の４に

基づく児童を一時保護する一

時保護施設、同法第 35 条第 10

項に基づく職員養成施設、同法

第６条の３第１項に基づく児

童自立生活援助事業を行う事

業所、同条第３項に基づく子育

て短期支援事業所、同条第６項

に基づく地域子育て支援拠点

事業所、同条第７項に基づく一

時預かり事業所、同条第８項に

基づく小規模住居型児童養育

事業を行う事業所、同条第 16項

に基づく社会的養護自立支援

拠点事業を行う事業所（以下

「社会的養護自立支援拠点事

業所」という。）、同条第 18 項

に基づく妊産婦等生活援助事

業を行う事業所（以下「妊産婦

等生活援助事業所」という。）、

同条第 20 項に基づく児童育成

支援拠点事業所、同法第 10条の

２第 1 項 に基づくこども家庭

センター、子ども・子育て支援

法（平成 24 年法律第 65 号）第

59 条第１号に基づく利用者支

援事業所、母子保健法（昭和 40

年法律第 141 号）第 17 条の２

に基づく産後ケア事業を行う

施設、平成 11 年１月７日児発第

14 号厚生省児童家庭局長通知

「子育て支援のための拠点施

設の設置について」に基づく子

育て支援のための拠点施設 

 

 

 

 

 

 

 

一時保護施設 

 

 

職員養成施設 

 

 

児童自立生活援助事

業所 

 

 

子育て短期支援事業

所 

 

 

地域子育て支援拠点

事業所 

 

 

一時預かり事業所 

 

 

小規模住居型児童養

育事業所 

 

 

社会的養護自立支援

拠点事業所 

 

 

妊産婦等生活援助事

業所 

 

 

児童育成支援拠点事

業所 

 

母子生活支援施設 

児童厚生施設 

児童養護施設 

児童心理治療施設 

児童自立支援施設 

児童家庭支援センタ

ー 

里親支援センター  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



こども家庭センター 

 

 

利用者支援事業所 
 

 

産後ケア事業を行う
施設 
 

 

子育て支援のための

拠点施設 

 

 

 

(2)上記以外の施設であって、

当該施設について国が当該施

設の設置及び運営についての

基準を定めており、かつ、こ

ども家庭庁長官が特に整備の

必要を認めるもの 

その他施設   

（注１）本交付要綱において、地域子育て支援拠点事業所とは、令和６年３月３０日付こ

成環第 113 号こども家庭庁成育局長通知「地域子育て支援拠点事業の実施について」

（以下「地域子育て支援拠点事業実施要綱」という。）に基づく地域子育て支援拠

点事業を行う事業所をいう。なお、開所日数が週３日及び週４日の拠点事業所につ

いては、「地域子育て支援拠点事業実施要綱」の４の(２)の④に定める「地域の子

育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための取組」を行う場合、又は

４の(３)の④に定める「地域の子育て力を高める取組」を行う場合を対象とする。 

（注２）本交付要綱において、一時預かり事業については、子ども・子育て支援法第 27 条

に規定する特定教育・保育施設、同法第 29 条に規定する特定地域型保育事業、特定

教育・保育施設に該当しない幼稚園及び企業主導型保育事業と一体的に事業を行う

場合以外で行う場合を対象とする。 

 

（２）障害児施設等 

区   分 大  分  類 中  分  類 小  分  類 

(1)児童福祉法第６条の２の２

第１項に規定する障害児通所

支援事業（同条第２項に規定す

る児童発達支援、同条第４項に

規定する放課後等デイサービ

児童発達支援事業

所 

放課後等デイサー

ビス事業所 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 



スに限る。）を行う事業所、同条

第５項に規定する居宅訪問型

児童発達支援を行う事業所、同

条第６項に規定する保育所等

訪問支援を行う事業所、同条第

７項に規定する障害児相談支

援を行う事業所並びに同法第

７条に規定する障害児入所施

設及び児童発達支援センター 

 

 

 

 

 

居宅訪問型児童発達

支援事業所 

保育所等訪問支援事

業所 

障害児相談支援事業

所 

 

児童福祉施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害児入所施設 

 

 

 

 

児童発達支援センタ

ー 

 

 
 
 
 
 
 
 
福祉型障害児入所施

設 

医療型障害児入所施

設 

 

児童発達支援センタ

ー 

 

 

 

 

 

(2)上記以外の施設であって、

当該施設について国が当該施

設の設置及び運営についての

基準を定めており、かつ、こ

ども家庭庁長官が特に整備の

必要を認めるもの 

その他施設   

 

 

 

５ ３において「施設整備」とは、次の表の種類ごとに掲げる整備内容をいう。 
 

種  類 整 備 区 分 整  備  内  容 

新  設 創    設 新たに施設を整備すること。 

修  理 

 

 

 

 

 

 

 

   

大規模修繕等 

 

 

 

 

 

 

 

  

既存施設について令和５年８月22日こ成事第426号こ

ども家庭庁成育局長通知「次世代育成支援対策施設整

備交付金における大規模修繕等の取扱いについて」に

より整備をすること。 

 

地震防災上倒壊等の危険性のある建物の耐震化又は津

波対策としての高台への移転を図るため、改築又は補

強等の整備を行う事業（以下「耐震化等整備事業」と

いう。）のうち、改築整備を除く事業においては、既



存施設の耐震補強のために必要な補強改修工事や当該

工事と併せて付帯設備の改造等を行う次の整備をする

こと。 

・給排水設備、電気設備、ガス設備、冷暖房設備、消

防用設備等付帯設備の改造工事  
  ・その他必要と認められる上記に準ずる工事 

改  造 増    築 

 

 

増  改  築 

 

 

 

改    築 

既存施設の現在定員の増員を図るための整備をするこ

と。 

 

既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備をす

るとともに既存施設の改築整備（一部改築を含む。）

をすること。 

 

既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備（一

部改築を含む。）をすること。 

耐震化等整備事業のうち、改築整備をすること。 

拡  張 拡 張 既存施設の現在定員の増員を行わないで施設の延面積

の増加を図る整備をすること。 

整  備 スプリンクラ 

ー設備等整備 

 

 

 

老朽民間児童 

福祉施設整備 

 

 

 

 

児童相談所一 

時保護施設に 

おける受入体 

制強化を図る 

ための整備 

 

防犯対策強化 

に係る整備  

 

 

応急仮設施設 

整備 

 

 

令和５年８月22日こ成事第422号こども家庭庁成育局

長通知「次世代育成支援対策施設整備交付金における

スプリンクラー設備等の取扱いについて」により整備

をすること。 

 

社会福祉法人が設置する施設について令和５年８月

22日こ成事第431号こども家庭庁成育局長通知「老朽

民間児童福祉施設等の整備について」により改築整備

（一部改築を含む。）をすること。 

 

 

令和５年８月 22 日こ成事第 440 号こども家庭庁成育

局長通知「児童相談所一時保護施設における受入体制

強化を図るための整備の特例的な取扱について」によ

り整備をすること。 

 

 

令和５年８月 22 日こ成事第 429 号こども家庭庁成育

局長通知「児童福祉施設等における防犯対策強化に係

る整備について」により整備をすること。 

 

令和５年８月22日こ成事第428号こども家庭庁成育局

長通知「次世代育成支援対策施設整備交付金における

応急仮設施設整備の国庫補助の取扱いについて」によ

り整備すること。 



 

避難スペース 

整備 

 

 

令和５年８月 22 日こ成事第 427 号こども家庭庁成育

局長通知「次世代育成支援対策施設整備交付金におけ

る在宅障害児向け避難スペース整備の取扱いについ

て」により避難スペース整備をすること。 

 

 

 

（事業の種類） 

６ 交付金の交付の対象となる施設整備事業の種類は、以下によるものとする。 

（１）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に

定める設置者が設置する施設に係る事業（（４）に掲げる耐震化等整備事業を除く。） 

 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 
 
(1)児童福祉法に基づく施

設等  

 
 

  

 
 

  
 
ｱ 児童福祉施設（障害

児施設等を除く。） 

 

 

 

ｲ 児童相談所一時保護

施設 

 

 

 ｳ 職員養成施設 

 

 

 

  
児童福祉法第 35 条第２項又は第３項 

 

 

 

 

児童福祉法第 12 条の４ 

 

 

 

児童福祉法第 35 条第 10 項 

 

 

 

  
都道府県又は指定都

市、中核市若しくは市

町村 

 

 

都道府県又は指定都

市、中核市若しくは市

（特別区を含む。） 

 

都道府県又は指定都

市、中核市若しくは市

町村 

 



ｴ 児童自立生活援助事

業所 

 

 

ｵ 子育て短期支援事業 

 所 

 

ｶ 地域子育て支援拠点

事業所 

 

ｷ 一時預かり事業所 

 

 

ｸ 小規模住居型児童養

育事業所 

 

 

 ｹ 社会的養護自立支援 

拠点事業所 

 

 

ｺ 妊産婦等生活援助事

業所 

 

  

  ｻ 児童育成支援拠点事 

業所 

 

  ｼ こども家庭センター 

 

 

ｽ 利用者支援事業所 

 

 

ｾ 産後ケア事業を行う

施設 

 

ｿ 子育て支援のための

拠点施設 

 

 

 

 

児童福祉法第６条の３第１項 

 

 

 

児童福祉法第６条の３第３項 

 

 

児童福祉法第６条の３第６項 

 

 

児童福祉法第６条の３第７項 

 

 

児童福祉法第６条の３第８項 

 

 

 

児童福祉法第６条の３第 16 項 

 

 

 

児童福祉法第６条の３第 18 項 

 

 

 

児童福祉法第６条の３第 20 項 

 

 

児童福祉法第 10 条の２ 

 

 

子ども・子育て支援法第 59 条第１号 

 

 

母子保健法第 17 条の２ 

 

 

平成 11年１月７日児発第14号厚生省

児童家庭局長通知「子育て支援のため

の拠点施設の設置について」 

 

 

都道府県又は指定都

市、中核市若しくは市

町村 

 

指定都市、中核市若し

くは市町村 

 

指定都市、中核市若し

くは市町村 

 

指定都市、中核市若し

くは市町村 

 

都道府県又は指定都

市、中核市若しくは市

町村 

 

都道府県又は指定都

市、中核市若しくは市

町村 

 

都道府県又は指定都

市、中核市若しくは市

町村 

 

指定都市、中核市若し

くは市町村 

 

指定都市、中核市若し

くは市町村 

 

指定都市、中核市若し

くは市町村 

 

指定都市、中核市若し

くは市町村 

 

指定都市、中核市若し

くは市町村 

 

 

 



(2)その他施設 別途こども家庭庁長官が定める基準

等 

都道府県、指定都市、

中核市、市町村 

（２）（１）の表①欄に定める施設について、民間資金等の活用による公共施設等の整

備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号）第８条第１項の規定により選定

された選定事業者が、同法第 14 条第１項の規定により整備した施設を③欄に定める

地方公共団体が買収する事業（以下「PFI 事業」という。）。 

（３）令和５年８月 22 日こ成事第 437 号こども家庭庁成育局長通知「余裕教室を活用し

た児童福祉施設等への改築整備の促進について」により指定都市、中核市及び市町

村が行う学校等の余裕教室の改築等に要する施設整備事業。 

（４）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に

定める設置者が設置する施設に係る耐震化等整備事業 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 

児童福祉法に基づく施設等 

ｱ 児童福祉施設（助産施

設、乳児院、母子生活支

援施設、児童養護施設、

児童心理治療施設、児童

自立支援施設に限る。） 

 

ｲ 児童相談所一時保護施設 

 

 

児童福祉法第 35 条第２項又は

第３項 

 

 

 

 

児童福祉法第 12 条の４ 

 

 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

 

 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市（特別

区を含む。） 

 

（５）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に

定める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者が設置する施設に係る施設

整備事業に対し、都道府県又は指定都市若しくは中核市（障害児入所施設及び児童

発達支援センターにかかる整備は児童相談所設置市に限る。）が行う補助事業（（８）

に掲げる耐震化等整備事業を除く。） 

 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 

(1)児童福祉法に基づく施設

等 

ｱ 障害児入所施設 

 

 

 

ｲ 児童発達支援センター 

 

 

児童福祉法第 35 条第４項 

 

 

 

児童福祉法第 35 条第４項 

 

 

社会福祉法人、日本赤十

字社、公益社団法人又は

公益財団法人 

 

児童福祉法第 34 条の３



 

ｳ 児童発達支援事業所、放

課後等デイサービス事業

所、居宅訪問型児童発達

支援事業所、保育所等訪

問支援事業所及び障害児

相談支援事業所 

 

児童福祉法第 34 条の３第２項 

 

 

第２項に基づき事業を実

施する法人（社会福祉法

人、医療法人、日本赤十

字社、公益社団法人、一

般社団法人、公益財団法

人、一般財団法人、NPO

法人、営利法人等） 

 

 

（６）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に

定める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者が設置する施設に係る施設

整備事業に対し、都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村が行う補助事業

（（７）に掲げる耐震化等整備事業を除く。） 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 

(1)児童福祉法に基づく施設

等 

ｱ 児童福祉施設（障害児施

設等を除く。） 

 

 

ｲ 児童自立生活援助事業所 

 

ｳ 子育て短期支援事業所 

 

 

ｴ 地域子育て支援拠点事業

所 

 

ｵ 一時預かり事業所 

 

ｶ 小規模住居型児童養育事

業所 

 

ｷ 利用者支援事業所 

 

 

ｸ 社会的養護自立支援拠点

事業所 

 

ｹ 妊産婦等生活援助事業所 

 

 

 

 

児童福祉法第 35 条第４項 

 

 

 

児童福祉法第６条の３第１項 

 

児童福祉法第６条の３第３項 

 

 

児童福祉法第６条の３第６項 

 

 

児童福祉法第６条の３第７項 

 

児童福祉法第６条の３第８項 

 

 

子ども・子育て支援法第 59 条

第１号 

 

児童福祉法第６条の３第 16 項 

 

 

児童福祉法第６条の３第 18 項 

 

 

 

 

社会福祉法人、日本赤十

字社（児童厚生施設を除

く。）、公益社団法人、

公益財団法人又は都道府

県又は指定都市、中核市

若しくは市町村が認めた

法人（児童福祉施設を除

く） 

 



ｺ 児童育成支援拠点事業所 

 

ｻ 産後ケア事業を行う施設  

児童福祉法第６条の３第 20 項 

 

母子保健法第 17 条の２ 

(2)その他施設 

 

 

別途こども家庭庁長官が定め

る基準等 

 

社会福祉法人、日本赤十

字社、公益社団法人又は

公益財団法人 

（注）「都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村が認めた法人」とは、児童自立生

活援助事業所にあっては児童福祉法第６条の３第１項、小規模住居型児童養育事業

所にあっては同法第６条の３第８項、社会的養護自立支援拠点事業所にあっては同

法第６条の３第 16 項、妊産婦等生活援助事業所にあっては同法第６条の３第 18 項

に基づき事業を実施する都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村が認めた法

人をいい、子育て短期支援事業所にあっては同法第６条の３第３項、地域子育て支

援拠点事業所にあっては同法第６条の３第６項、一時預かり事業所にあっては同法

第６条の３第７項、児童育成支援拠点事業所にあっては同法第６条の３第 20 項、利

用者支援事業所にあっては子ども・子育て支援法第 59 条第１号、母子保健法第 17

条の２に基づき事業を実施する市町村が認めた法人をいう。 

 

（７）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に

定める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者が設置する施設に係る耐震

化等整備事業に対し、都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村が行う補助事

業 

 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 

児童福祉施設（助産施設、乳

児院、母子生活支援施設、 

児童養護施設、児童心理治療

施設、児童自立支援施設に限  
る。） 

児童福祉法第 35 条第４項 

 

  

社会福祉法人、日本赤十

字社、公益社団法人又は

公益財団法人  

 

（８）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に

定める社会福祉法人その他の地方公共団体以外の設置者が設置する施設に係る耐震

化等整備事業に対し、都道府県又は指定都市若しくは児童相談所設置市が行う補助

事業 

 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 



児童福祉施設（障害児入所施

設に限る。） 

児童福祉法第 35 条第４項 

 

  

社会福祉法人、日本赤十

字社、公益社団法人又は

公益財団法人  

 

（交付金の対象除外）  

７ 交付金は、次に掲げる費用については対象としないものとする。 

（１）土地の買収又は整地に要する費用 

（２）既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することより、効率的で

あると認められる場合における当該建物の買収を除く。）に要する費用 

（３）職員の宿舎に要する費用 

（４）防犯対策強化に係る整備における、防犯対策強化以外を目的とした整備に要する

費用 

（５）その他施設整備費として適当と認められない費用 

 

（交付額の算定方法） 

８ この交付金は、都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村に対し、整備計画に

記載された施設整備事業に要する経費に充てるため交付するものとし、その交付額は

次により算出するものとする。 

ただし、算出された交付額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨

てるものとする。 

また、（１）及び（２）については、財政力指数が 1.0 未満の都道府県等又は交付

年度の交付額（（１）から（３）までに定める整備事業を含めた全ての整備事業を（４）

により算出することとした場合の交付額とする。）の合計額が１億円を超えない都道

府県等が策定する整備計画に記載された施設整備事業に限るものとする。 

 

（１）「都道府県社会的養育推進計画の策定要領」（「都道府県社会的養育推進計画の

策定について」（令和６年３月 12 日付こ支家第 125 号こども家庭庁支援局長通知別

添。以下「策定要領」という。）の３の（９）の計画を策定し、かつ、以下のⅰ～ⅲ

の要件をいずれも満たし、『「施設地域分散化等加速化プラン」の実施方針につい

て』（令和７年２月５日付こ支家第 47 号こども家庭庁支援局家庭福祉課長通知）に

基づく「施設地域分散化等加速化プラン」の採択を受けた乳児院若しくは児童養護

施設に係る整備事業 

 ⅰ 令和 11 年度末までに小規模かつ地域分散化を図るための整備方針（計画）を策定

していること。 

ⅱ 地域分散化された施設の定員を増加させる整備計画であること。 



※ 乳児院にあっては、「ケアニーズが非常に高いこどもの養育のため集合する生活

単位の整備を含む整備計画であること」 

ⅲ 令和 11 年度末までにケアニーズが非常に高いこどもの養育のため集合する生活単

位を除き、全て小規模かつ地域分散化させる整備計画を策定すること。 

ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する

単位ごとに、別表１－１又は別表１－２で定める基準により算出した合計基礎

点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総

事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別

表１－４に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）に 

より算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。  

イ ６の（５）から（８）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する

単位ごとに、別表１－１又は別表１－２で定める基準により算出した合計基礎

点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総

事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除

く。）を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担

割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）に 

より算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。 

 

（２）産後ケア事業を行う施設の創設、増築、増改築整備事業 

ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する

単位ごとに、別表１－１で定める基準により算出した合計基礎点数に 1,000 円

を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総

事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別

表１－４に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）に 

より算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。  



イ ６の（５）から（８）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する

単位ごとに、別表１－１で定める基準により算出した合計基礎点数に 1,000 円

を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総

事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除

く。）を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担

割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）に

より算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。 

 

（３）令和５年 12 月 19 日こ成事第 568 号こども家庭庁成育局長通知「児童厚生施設に

おける「こどもの居場所」としての機能強化を図るための整備について」に基づく

整備事業 

    ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する

単位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表

５で定める基準により算出した合計基礎点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎

額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総

事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別

表１－４に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）に     

より算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

イ ６の（５）から（８）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する

単位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表

５で定める基準により算出した合計基礎点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎

額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総

事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除

く。）を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担

割合を乗じた額を算出する。 



（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）に     

より算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。 

 

（４）（１）～（３）以外の場合 

ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する

単位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表

５で定める基準により算出した合計基礎点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎

額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総

事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別

表１－４に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）に

より算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

イ ６の（５）から（８）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する

単位ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表

５で定める基準により算出した合計基礎点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎

額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総

事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除

く。）を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担

割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）に

より算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。 

 

（国の財政上の特別措置） 

９ 次の表の第１欄に定める区分ごとに、第２欄に定める対象施設の種類に掲げられて

いる施設の整備に係る交付金の交付額の算定にあっては、次により算定するものとす

る。 

ただし、対象施設が豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37 年法律第 73 号）第２条第２

項の規定に基づき指定された特別豪雪地帯、奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年



法律第 189 号）第１条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）

第２条第１項の規定に基づき指定された離島振興対策実施地域、小笠原諸島振興開発

特別措置法（昭和 44 年法律第 79 号）第４条第１項に規定された小笠原諸島又は沖縄

振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）第３条第１項第３号に規定された離島のい

ずれかに所在する場合は、別表２「交付基礎点数表」により算出された点数に対して、

0.08 を乗じて得られた点数を加算し、交付基礎額を算出するものとする。 

 

（１）次の表の①欄に掲げる「助産施設」「乳児院」「母子生活支援施設」及び「障害児

入所施設」の整備事業 

ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表３、別表４又は別表５で定める基準により

算出した合計基礎点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－

４に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

イ ６の（５）から（８）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表３、別表４又は別表５で定める基準により

算出した合計基礎点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除く。）を

控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担割合を乗じ

た額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。 

 

（２）次の表の②及び③欄に掲げる「乳児院」「児童心理治療施設」及び「障害児入所施

設」の整備事業 

ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。 



（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表３、別表４又は別表５で定める基準により

算出した合計基礎点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－

４に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

イ ６の（５）から（８）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表３、別表４又は別表５で定める基準により

算出した合計基礎点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除く。）を

控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担割合を乗じ

た額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。 

 

（３）次の表の④欄に掲げる「児童福祉施設等」及び「障害児施設等」の整備事業 

ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表３、別表４又は別表５で定める基準により

算出した合計基礎点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－

４に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

イ ６の（５）から（８）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表３、別表４又は別表５で定める基準により



算出した合計基礎点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除く。） を

控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担割合を乗じ

た額を算出する。  

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。  

 

 

（４）次の表の⑤欄に掲げる障害児施設等の整備事業 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表３、別表４又は別表５で定める基準により

算出した合計基礎点数に 1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除く。）を

控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担割合を乗じ

た額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

１  区     分 ２ 対象施設の種類 

①   沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）第

４条第１項に規定する沖縄振興計画に基づく事業と

して行う場合（以下「沖縄振興計画に基づく事業」

という。） 

助 産 施 設 

乳 児 院 

母 子 生 活 支 援 施 設 

障 害 児 入 所 施 設 

②   地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備

事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭

和 55 年法律第 63 号）第２条第１項に規定する地震

対策緊急整備事業計画に基づいて実施される事業の

うち、同法別表第１に掲げる児童福祉施設（木造施

設の改築として行う場合）（以下「地震対策緊急整

備事業計画に基づく事業」という。） 

乳 児 院 

児 童 心 理 治 療 施 設 

障 害 児 入 所 施 設 



③   地震防災対策特別措置法（平成７年法律第 111

号）第２条第１項に規定する地震防災緊急事業五箇

年計画に基づいて実施される事業のうち、同法別表

第１に掲げる児童福祉施設（木造施設の改築として

行う場合）（以下「地震防災緊急事業五箇年計画に

基づく事業」という。） 

 
乳 児 院 

児 童 心 理 治 療 施 設 

障 害 児 入 所 施 設 

④  南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関す
る特別措置法（平成 25 年法律第 87 号）第１２条第
１項に規定する津波避難対策緊急事業計画に基づい
て実施される事業のうち、同項第４号に基づき政令
で定める施設及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地
震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法
（平成 16 年法律第 27 号）第 11 条第１項に規定す
る津波避難対策緊急事業計画に基づいて実施される
事業のうち、同項第４号に基づき政令で定める施設 
（以下「津波避難対策緊急事業計画に基づく事業」
という。） 

児童福祉施設等（児童家
庭支援センター、里親支
援センター、職員養成施
設、その他施設を除
く。） 
障 害 児 施 設 等 

⑤  公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別
措置に関する法律（昭和 46 年法律第 70 号）第 2条
に規定する公害防止対策事業として行う場合 
（以下「公害防止対策事業」という。） 

障 害 児 施 設 等 

 

（経過措置） 

10 当面の間、８の（１）については、財政力指数が 1.0 以上であって、交付年度の交付

額（８の（１）から（３）までに定める整備事業を含めた全ての整備事業を８の（４）

により算出することとした場合の交付額とする。）の合計額が１億円以上の都道府県等

が策定する整備計画に記載された施設整備事業を含めることとして差し支えない。 

 

（交付金の概算払）  

11 こども家庭庁長官は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の

範囲内において概算払をすることができるものとする。 

 

（交付の条件） 

12 この交付金の交付の決定は、次の条件が付されるものとする。 

（１）都道府県、指定都市、中核市及び市町村が事業を実施する場合（（２）に掲げる場

合を除く。） 

ア 整備計画の計画変更に伴う事業に要する経費の配分の変更をする場合には、当該

都道府県の区域を管轄する地方厚生局長（徳島県、香川県、愛媛県及び高知県にあっ

ては四国厚生支局長、以下「地方厚生（支）局長」という。）の承認を受けなければ

ならない。 

イ 事業の内容のうち、整備計画に記載された建物等の用途を変更する場合には、地方



厚生（支）局長の承認を受けなければならない。 

ウ 整備計画に記載された事業を中止、又は廃止（一部の中止、又は廃止を含む。）す

る場合には、地方厚生（支）局長の承認を受けなければならない。 

エ 整備計画に基づく事業が計画期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難にな

った場合には、速やかに地方厚生（支）局長に報告してその指示を受けなければなら

ない。 

オ 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取

得し、又は効用の増加した価格が単価 50 万円以上の機械及び器具については、適正

化法施行令第14条第１項第２号の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を

経過するまで、地方厚生（支）局長の承認を受けないでこの交付金の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し又は廃棄してはならな

い。 

カ 地方厚生（支）局長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合に

は、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

キ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければ

ならない。 

ク 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの交付金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）

は、別紙７の様式により速やかに、遅くとも事業完了日の属する年度の翌々年度６月

30 日までに地方厚生（支）局長に報告しなければならない。 

なお、交付金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税

額を国庫に返還しなければならない。 

ケ この交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙３の様式によ

る調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、か

つ調書及び証拠書類を交付金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた

場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければ

ならない。 

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間を

経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適正化法施行令第 14 条第１項第２

号の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日

まで保管しておかなければならない。 

コ 地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者

から、寄付金等の資金提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされ

た指定寄付金を除く。 



サ 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約において

も、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはな

らない。 

シ 地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約については、一般競争入

札に付するなど都道府県又は指定都市若しくは中核市、市町村が行う契約手続の取

扱いに準拠しなければならない。 

ス この交付金の交付と対象経費を重複して、他の国庫補助、お年玉付き郵便葉書等寄

付金配分金、又は財団法人 JKA 若しくは日本船舶振興会の補助金の交付を受けては

ならない。 

 

（２）都道府県、指定都市、中核市又は市町村が社会福祉法人その他の地方公共団体以外

の設置者（以下「社会福祉法人等」という。）が実施する施設整備事業に対して補助

する場合 

ア （１）のア、イ、ウ、エ及びケに掲げる条件 

イ 都道府県、指定都市、中核市又は市町村は社会福祉法人等に対してこの交付金を財

源の一部として補助金を交付する場合には、次の条件を付さなければならない。 

（ア）（１）のア、イ、ウ、エ、カ、キ、コ、サ、シ及びスに掲げる条件 

この場合において、「地方厚生（支）局長」とあるのは「都道府県知事、指定都

市市長、中核市市長又は市町村長」と、「国庫」とあるのは「都道府県、指定都市、

中核市又は市町村」と読み替えるものとする。  

（イ）事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取

得し、又は効用の増加した価格が単価 30 万円以上の機械及び器具については、適

正化法施行令第14条第１項第２号の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期

間を経過するまで都道府県知事、指定都市市長、中核市市長又は市町村長の承認

を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。 

（ウ）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について

証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の

中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終

了後５年間保管しておかなければならない。 

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間

を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適正化法施行令第 14 条第１項

第２号の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を経過する日のいずれか

遅い日まで保管しておかなければならない。  

（エ）事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び



地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が 0 円の場合を含

む。）は、別紙７の様式に準じて速やかに、遅くとも補助事業の完了日の属する年

度の翌々年度６月 30 日までに都道府県知事、指定都市市長、中核市市長又は市町

村長に報告しなければならない。 

なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）

であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）

で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告

内容に基づき報告を行うこと。 

また、補助金に係る仕入税額控除税額があることが確定した場合には、当該仕入

控除税額を都道府県、指定都市、中核市又は市町村に返還しなければならない。 

ウ イにより付した条件に基づき都道府県知事、指定都市市長、中核市市長又は市町村

長が承認又は指示する場合には、あらかじめ地方厚生（支）局長の承認又は指示を受

けなければならない。 

エ 事業者から財産の処分による収入又は補助金に係る消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部

を国庫に納付させることがある。 

オ 事業者がイにより付した条件に違反した場合には、この交付金の全部又は一部を

国庫に納付させることがある。 

 

（申請手続） 

13 この交付金の交付の申請は、別紙１の様式による申請書に関係書類を添えて、別に

定める日までに各地方厚生（支）局長に提出するものとする。 

 

（変更申請手続） 

14 この交付金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等

を行う場合には、12 に定める申請手続に従い、別に指示する期日までに行うものとす

る。 

 

（交付決定までの標準的期間） 

15 地方厚生（支）局長は、12 又は 13 による申請書が到達した日から起算して原則とし

て２月以内に交付の決定（変更交付決定を含む。）を行うものとする。 

 

（状況報告） 

16 都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村は、交付金の交付の対象となった施

設整備事業に係る工事に着工したときは、別紙４の様式により工事に着工した日から



10 日以内に、また、工事進捗状況については別紙５の様式により毎年度 12 月末日現

在の状況を翌月 15日までに地方厚生（支）局長に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

17 この交付金の事業の実績報告は、別紙２の様式による報告書に関係書類を添えて、

事業の完了の日から起算して１月を経過した日（11の（１）のウ又は（２）のウによ

り事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から１月

を経過した日）又は翌年度４月 10日のいずれか早い日までに、地方厚生（支）局長に

提出して行わなければならない。 

なお、事業が翌年度にわたるときは、この交付金の交付の決定に係る国の会計年度

の翌年度の４月 30日までに、別紙６の様式による報告書を地方厚生（支）局長に提出

して行わなければならない。 

 

（交付金の返還） 

18 地方厚生（支）局長は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既にその

額を超える交付金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について

国庫に返還することを命ずる。 

 

（その他） 

19 特別の事情により８、13、14、16及び 17に定める算定方法、手続きによることがで

きない場合には、あらかじめ地方厚生（支）局長の承認を受けてその定めるところに

よるものとする。 
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